
中小企業等の省エネ・生産性革命投資促進事業費補助金 
採択実績について 
[1次～5次公募] 

平成29年1月 

一般社団法人 環境共創イニシアチブ 



事業概要 

1 

※1 産業用モータとBEMSは3次公募より補助対象設備に追加 
※2 1次・2次公募では3事業所まで、3次公募より申請事業所数上限を撤廃 
※3 上限額は1次・2次公募では1.0億円、3次公募では1.5億円、4次公募より2.0億円 

事業目的 
省エネルギー性能の高い機器及び設備の導入により事業活動における省エネルギーを推進することで、事業活動の生

産性を高めるとともに省エネルギーを促進し、中小企業等の競争力を強化すること。 

補助条件 
日本国内で既に事業活動を営んでいる既築の工場・事業場・店舗等において使用している設備を省エネルギー性の

高い設備へ更新（新設は対象外）することにより、省エネルギー効果が得られる事業であること。 

補助対象設備 

SIIが定めるエネルギー消費効率を満たす下記の設備 

 高効率照明・高効率空調・産業ヒートポンプ・業務用給湯器・高性能ボイラ・低炭素工業炉・変圧器 

 冷凍冷蔵庫・産業用モータ※1・EMS（FEMS/BEMS※1） 

補助対象経費 

補助率 
設備費の1/3以内 

補助金 

上限下限 

1事業者あたりの補助金※2     上限 2.0億円※3 

1事業所(1申請)あたりの補助金 下限  50万円（中小企業・個人事業主は30万円） 



採択実績 

交付決定額内訳(百万円) 

2 

採択件数内訳(件) 

個人事業主 

2.0% 

174件 

中小企業 

73.9% 

6,384件 

中小企業以外 

24.1% 

2,078件 

個人事業主 

1.1% 

243百万円 

中小企業 

59.7% 

13,452百万円 

 

中小企業以外 

39.2% 

8,830百万円 

 

n=22,525百万円 n=8,636件 

公募区分 公募期間（平成28年） 採択件数(件) 交付決定額(円) 

1次公募 3月22日～4月22日※ 4,322 12,222,479,242 

2次公募 5月10日～6月3日 597 1,437,842,922 

3次公募 7月29日～9月9日 2,741 6,946,214,724 

4次公募 9月30日～11月11日 915 1,826,452,745 

5次公募 11月21日～11月30日 61 91,597,647 

合計 ― 8,636 22,524,587,280 

※ 熊本地震対応のため、九州エリア(沖縄除く)からの申請は5月2日まで受付 
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都道府県別 採択件数 
n=8,636件 
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設備区分別内訳 

※ 1申請で複数設備区分を申請した場合、設備区分は双方でカウントしているため、採択件数8,636件とは不一致 
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交付決定額(百万円) 採択件数(件)※ 省エネルギー量(kl) 

n=9,970件 n=117,271kl n=22,525百万円 
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設備区分別 平均計画省エネルギー量 
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※ 
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設備区分別 平均計画省エネルギー率 
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※ EMSは事業所全体の省エネルギー率 

※ 



設備区分別 平均費用対効果 
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※ 設備区分別平均費用対効果は、採択設備区分数（ n=9,970 ）で計算しているため、P.10の業種別平均費用対効果とは不一致 

※ 



業種別内訳 
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交付決定額(百万円) 採択件数(件) 

n=8,636件 n=22,525百万円 
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業種別 平均計画省エネルギー量 
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業種別 平均費用対効果 
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（kl/億円） ※ 業種別平均費用対効果は、採択件数（ n=8,636 ）で計算しているため、P.7の設備区分別平均費用対効果とは不一致 

※ 


